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岩 館 漁 港 海 岸

長 寿 命 化 計 画



１.海岸及び海岸保全施設の概要 

１.１ 海岸及び海岸保全施設の概要 

（１）岩館漁港海岸の概要 

秋田沿岸は、北端の青森県境から南端の山形県境に至る全長約 264km、6市 2町から

なる区域である。本沿岸は、冬季風浪や台風、地震、津波などの厳しい自然条件にさ

らされており、これらによる災害から背後地を防護することが課題となっている。こ

のため、秋田県では海岸事業により、津波、高潮、海岸侵食などによる海岸災害から、

背後の人命、財産、そしてわが国の国土を守るための海岸保全施設整備を進めてきた。

これまでに整備された海岸保全施設により、顕著な海岸災害の発生は防止されるよう

になったものの、いまなお越波や浸水による災害も発生しており、まだまだ防護水準

が十分に満たされたとはいえない状況にある。また、地震、津波のほか、既存施設の

老朽化や機能低下、流出土砂の減少に伴う侵食の激化も懸念されている。 

   岩館漁港海岸について、防護・環境・利用の観点から、以下に概要を整理した。 

（防護面） 

・岩館漁港海岸は、最初に護岸が昭和 27 年に竣工し、昭和 39 年 10 月 31 日に海岸保

全区域の指定（秋田県告示 437 号）を受けている。その後、平成 4年 7月 28 日に改

訂（秋田県告示 540 号）され、現在に至る。 

  ・岩館漁港海岸の護岸および離岸堤（人工リーフ含む）の整備は⑦-1 護岸の築造が 1951

年（昭和 27 年）に始まり、1959 年（昭和 34 年）には①小入川護岸、④小入川護岸

の整備が開始されている。昭和 40年代には⑦護岸、⑧～⑬物見沢護岸、②小入川護

岸が整備されている。昭和 50 年代には③小入川護岸、昭和 60 年代には⑤小入川護

岸、14 護岸、⑩-1門ノ沢護岸、⑥平沢川護岸、⑨-1～2門ノ沢護岸、⑬-1門ノ沢護

岸の整備が築造されている。その後、平成に入り⑬-2～3 門ノ沢物見護岸、⑧～⑨人

工リーフ、⑮護岸が築造された。 

  ・船揚場は 1974 年（昭和 49 年）から①第 1曳船道の工事が開始され 1987 年（昭和 62

年）に⑪門ノ沢曳船道が築造され、全 11 の曳船道が築造されている。門扉について

は 1997 年（平成 9年）に 5基、1999 年（平成 11 年）に 3基、2003 年（平成 15 年）

に 2基、2016 年（平成 28 年）に 2基が築造されている。 

  ・岩館海水浴場に 1984 年（昭和 59年）に養浜が行われている。 

  ・被災は、護岸で 1959 年（昭和 33 年）が最初であり、その後 1983 年（昭和 58 年）

に⑭護岸が被災を受けている。また離岸堤で 2012 年（平成 24 年）に②、④、⑦の

離岸堤で被災を受けている。 
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（環境面） 

・1948 年（昭和 23年）時点で岩館漁港の原形が確認でき、岩館漁港の南側には自然海浜

が見られる。 

 ・1975 年時点では岩館漁港海岸全体において自然海岸を維持しているが 1985 年には岩館

漁港南側の自然海浜前面に離岸堤が設置されている。 

・2001 年時点において離岸堤の設置数が 1981 年より増え、現況に近い状況になり、1994

には現在の岩館漁港海岸となっている。 

（利用面） 

・岩館漁港北側には岩館海水浴場があり、夏季には集客がみられる。 

・秋田県鳥獣保護区、特別鳥獣保護区が海岸区域に隣接している。 

・八森岩館県立自然公園に指定されている。 

岩館漁港海岸の概要については、表-1.1.1に示すとおりである。 
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表-1.1.1 岩館漁港海岸の概要 

所   管 水産庁漁港漁場整備部 

海岸管理者 秋田県 

指定年月日及び番号 平成 4年 7月 28 日 秋田県告示第 540 号 

海岸線の延長 2,810ｍ 

海岸保全区域 306,550 ㎡ 

海岸保全区域の概況 指定済み延長 2,400ｍ 

海岸保全施設の 

ある区間の延長 
2,170ｍ 

海岸保全施設の 

ない区間の延長 
640ｍ 

海岸保全施設 外郭施設：護岸,突堤,消波堤,離岸堤,人工リーフ 

係留施設：船揚場（曳船道） 

海岸保全施設延長 護 岸  ：2,704.20ｍ 

突 堤  ：60.00ｍ 

消波堤  ：189.30ｍ 

離岸堤  ：573.00ｍ 

人工リーフ：238.10ｍ 

船揚場（曳船道）：43.60ｍ 

現況天端高 護 岸  ：D.L.+2.00ｍ～+6.00ｍ 

突 堤  ：D.L.+2.00ｍ～+3.00ｍ 

消波堤  ：D.L.+3.70ｍ～+4.10ｍ 

離岸堤  ：D.L+2.00ｍ～D.L.+6.00ｍ 

人工リーフ：D.L.-1.50ｍ 

船揚場（曳船道）：D.L.+3.50ｍ～+4.50ｍ 

計画天端高 T.P.+5.5ｍ（D.L.+5.46ｍ）*)

竣工年月日 

（改良等の年月日） 

護 岸  ：S27～H14  突 堤：S60 

消波堤  ：S54～H8  離岸堤：S56～H6 

人工リーフ：H8～H13  船揚場（曳船道）：S49～S62 

気象及び海象の概況 最大風速及び風向      － 

既往最大波高及び波向  12.00  WNW 

既往最高潮位      D.L.+1.24ｍ 

出典：漁港海岸保全区域台帳 第 2種岩館漁港 

          *)秋田沿岸海岸保全基本計画 平成 28 年 2 月 秋田県,P.29 
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（２）海岸保全施設の概要 

岩館漁港海岸における海岸保全施設について、種類、計画天端高、現況天端高等の

概要を表-1.1.2に示し、以下にまとめる。 

１）①小入川護岸 

   計画天端高は T.P.+5.50m（D.L.+5.46m）であり、竣工年は昭和 34年である。 

  なお、平成 29 年時点での護岸の現況天端高は D.L.+6.13m～+6.15m となっており、

計画天端高を確保している。 

２）②小入川護岸 

   計画天端高は T.P.+4.50m～+5.50m（D.L.+4.46m～+4.46m）であり、竣工年は昭和

49 年であり、昭和 59 年に災害復旧で嵩上げが行われ、昭和 61 年に修築されている。 

  なお、平成 29 年時点での護岸の現況天端高は D.L.+4.82m～+5.85m となっており、

計画天端高を確保できていない。 

３）③小入川護岸 

   計画天端高は T.P.+5.45m（D.L.+5.41m）であり、竣工年は昭和 50 年であり、昭和

59 年に災害復旧で嵩上げが行われている。 

  なお、平成 29 年時点での護岸の現況天端高は D.L.+5.84m～+6.15m となっており、

計画天端高を確保している。 

４）④小入川護岸 

   計画天端高は T.P.+5.50m（D.L.+4.46m）であり、竣工年は昭和 34 年であり、昭和

59 年に災害復旧が行われている。 

  なお、平成 29 年時点での護岸の現況天端高は D.L.+6.12m～+6.16m となっており、

計画天端高を確保している。 

５）⑤小入川護岸 

   計画天端高は T.P.+5.45m（D.L.+5.41m）であり、竣工年は昭和 60年である。 

 なお、平成 29 年時点での護岸の現況天端高は D.L.+5.84m となっており、計画天端

高を確保している。 

６）⑥-1平沢川護岸（左岸） 

   計画天端高は T.P.+6.00m（D.L.+5.96m）であり、竣工年は昭和 63年である。 

  なお、平成 29 年時点での護岸の現況天端高は D.L.+6.15m～+6.17m となっており、

計画天端高を確保している。 

７）⑥-2平沢川護岸（右岸） 

   計画天端高は T.P.+5.70m（D.L.+5.66m）であり、竣工年は昭和 63年である。 

  なお、平成 29 年時点での護岸の現況天端高は D.L.+5.85m～+5.88m となっており、

計画天端高を確保している。 
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８）⑦-1護岸（漁港内） 

   計画天端高は T.P.+4.50m（D.L.+4.46m）であり、竣工年は昭和 41 年であり、昭和

59 年に災害復旧が行われている。平成 27 年には埋殺処分が行われている。 

  なお、当該施設は道路護岸で前面を埋め立てたため天端高の評価行わない。 

９）⑦-2護岸（漁港外） 

   計画天端高は T.P.+5.80m（D.L.+5.76m）であり、竣工年は平成 27 年～28 年であ

る。なお、平成 29 年時点での護岸の現況天端高は D.L.+5.83m～+5.84m となってお

り、計画天端高を確保している。 

１０）⑧門ノ沢物見護岸 

  計画天端高は T.P.+5.50m（D.L.+5.46m）であり、竣工年は昭和 43 年である。 

 なお、平成 29 年時点での護岸の現況天端高は D.L.+5.56m～+5.57m となっており、計

画天端高を確保している。 

１１）⑨門ノ沢物見護岸 

  計画天端高は T.P.+5.50m（D.L.+5.46m）であり、竣工年は昭和 44 年である。 

 なお、平成 29 年時点での護岸の現況天端高は D.L.+5.44m～+5.53m となっており、計

画天端高を確保できていない。 

１２）⑩門ノ沢物見護岸 

  計画天端高は T.P.+5.50m（D.L.+5.46m）であり、竣工年は昭和 45 年である。 

 なお、平成 29 年時点での護岸の現況天端高は D.L.+5.47m～+5.52m となっており、計

画天端高を確保している。 

１３）⑪門ノ沢物見護岸 

  計画天端高は T.P.+5.50m（D.L.+5.46m）であり、竣工年は昭和 46 年～55年である。 

 なお、平成 29 年時点での護岸の現況天端高は D.L.+5.39m～+5.53m となっており、計

画天端高を確保できていない。 

１４）⑫-1 門ノ沢物見護岸 

  計画天端高は T.P.+5.45m（D.L.+5.41m）であり、竣工年は昭和 47 年であり、昭和

60 年に嵩上げが行われている。 

 なお、平成 29 年時点での護岸の現況天端高は D.L.+6.33m～+6.34m となっており、計

画天端高を確保している。 

１５）⑫-2 門ノ沢物見護岸 

  計画天端高は T.P.+5.45m（D.L.+5.41m）であり、竣工年は昭和 47 年である。 

 なお、平成 29 年時点での護岸の現況天端高は D.L.+5.36m～+5.44m となっており、計

画天端高を確保できていない。 
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１６）⑬門ノ沢物見護岸 

  計画天端高は T.P.+5.50m（D.L.+5.46m）であり、竣工年は昭和 48 年～55年である。 

 なお、平成 29 年時点での護岸の現況天端高は D.L.+5.46m～+5.54m となっており、計

画天端高を確保している。 

１７）⑭護岸 

  昭和 61 年に竣工しているが、平成 26 年に災害復旧が行われている。 

 なお、現況天端高は D.L.+2.00m～+4.50m である。 

１８）⑮護岸 

  平成 14 年に竣工している。なお、現況天端高は D.L.+4.00m～+4.50m である。 

１９）①突堤 

  昭和 61 年に竣工している。なお、現況天端高は D.L.+2.00m～+3.00m である。 

２０）⑧人工リーフ 

  平成 8年に竣工している。なお、現況天端高は D.L.-1.50m である。 

２１）⑨人工リーフ 

  平成 13 年に竣工している。なお、現況天端高は D.L.-1.50m である。 

２２）①離岸堤 

  昭和 63 年に竣工している。なお、現況天端高は D.L.+3.00m である。 

２３）②離岸堤 

  昭和 61 年に竣工しているが、平成 24 年に被災したため、災害復旧に伴う工事は平

成 26年に竣工している。なお、現況天端高は D.L.+3.00m である。 

２４）③離岸堤 

  平成 6年に竣工している。なお、現況天端高は D.L.+4.00m である。 

２５）④離岸堤 

  昭和 56 年に竣工しているが、平成 24 年に被災したため、災害復旧に伴う工事は平

成 26年に竣工している。なお、現況天端高は D.L.+3.00m である。 

２６）⑤離岸堤 

  平成 2年に竣工している。なお、現況天端高は D.L.+3.50m である。 

２７）⑥離岸堤 

  平成 4年に竣工している。なお、現況天端高は D.L.+2.30m である。 

２８）⑦離岸堤 

  平成 6年に竣工しているが、平成 24 年に被災したため、災害復旧に伴う工事は平成

26 年に竣工している。なお、現況天端高は D.L.+2.30m である。 

２９）②消波堤 

  昭和 55 年に竣工している。なお、現況天端高は D.L.+3.70m である。 

３０）③消波堤 

  平成 8年に竣工している。なお、現況天端高は D.L.+4.10m である。 
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３１）①第１曳船道 

  昭和 49 年に竣工している。 

３２）②第２曳船道 

  昭和 49 年に竣工している。 

３３）③第４曳船道 

  昭和 49 年に竣工している。 

３４）④第３曳船道 

  昭和 49 年に竣工し、その後、昭和 57 年に行われた改良工事の竣工が昭和 58年であ

る。 

３５）⑤門ノ沢曳船道 

  昭和 49 年に竣工し、その後、昭和 61 年に行われた改良工事の竣工が昭和 62年であ

る。 

３６）⑥門ノ沢曳船道 

  昭和 49 年に竣工し、その後、昭和 61 年に行われた改良工事の竣工が昭和 62年であ

る。 

３７）⑦門ノ沢曳船道 

  昭和 49 年に竣工している。 

３８）⑧門ノ沢曳船道 

  昭和 56 年に竣工し、その後、平成 24 年に被災したため、災害復旧に伴う工事は平

成 26年に竣工している。 

３８）⑨門ノ沢曳船道 

  昭和 61 年に竣工している。 

３９）⑩門ノ沢曳船道 

  昭和 49 年に竣工し、その後、昭和 61 年に行われた改良工事の竣工が昭和 62年であ

る。 

４０）⑪門ノ沢曳船道 

  昭和 62 年に竣工している。 

４１）③門扉、④門扉、⑤門扉、⑥門扉、⑦門扉 

  平成 9年に竣工している。 

４２）⑧門扉、⑨門扉、⑩門扉 

  平成 11 年に竣工している。 

４３）⑫門扉、⑬門扉 

  平成 15 年に竣工している。 

４３）⑭門扉、⑮門扉 

  平成 28 年に竣工している。 
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表-1.1.2(1) 海岸保全施設の概要（岩館漁港海岸：護岸 1） 

施設名称 
施設延長 

（m） 
構造形式 

天端高 

（D.L. m） 

幅員 

（m） 
竣工年月日 

① 小入川護岸 89.00 直立型重力式 +5.50 4.00 1959.3.31(S34) 

1984.3.31(S59) 

② 小入川護岸 264.00 直立型重力式 

（消波工） 

+4.50～+5.45 3.00 1974.3.31(S49) 

1984.3.31(S59) 

1986.3.31(S61) 

③ 小入川護岸 364.50 直立型重力式 

（消波工） 

+5.45 2.50～3.00 1975.3.31(S50) 

1984.3.31(S59) 

④ 小入川護岸 111.00 直立型重力式 

（消波工） 

+5.50 1.20 1959.3.31(S34) 

1984.3.31(S59) 

⑤ 小入川護岸（小口

止） 

15.00 直立型重力式 +5.45 0.50 1985.3.31(S60) 

⑥ 平沢川護岸 89.90 直立型重力式 +5.70～+6.00 1.50～2.00 1988.3.31(S63) 

⑦ 護岸 42.00 直立型重力式 +4.50～+5.50 0.30～3.50 1966.3.31(S41) 

1967.3.31(S42) 

1984.3.31(S59) 

2015.3.31(H27) 

⑦-1 護岸 220.00 直立型重力式 +5.80 0.50 2015.3.31(H27) 

2016.3.31(H28) 

⑧ 門ノ沢物見護岸 80.70 傾斜型場所打ｺﾝｸ

ﾘｰﾄ張式 

（階段式護岸） 

+5.50 12.60 1968.3.31(S43) 

⑨ 門ノ沢物見護岸 133.50 直立型重力式 +5.50 3.00 1969.3.31(S44) 

⑨-1 門ノ沢物見護岸 90.00 傾斜型場所打ｺﾝｸ

ﾘｰﾄ張式 

（階段式護岸） 

+5.50 18.50 1988.3.31(S63) 

⑨-2 門ノ沢物見護岸 32.80 直立型重力式 +4.50 3.50 1988.3.31(S63) 

⑩ 門ノ沢物見護岸 186.00 直立型重力式 +5.50 3.00 1970.3.31(S45) 

⑩-1 門ノ沢物見護岸 180.00 傾斜型場所打ｺﾝｸ

ﾘｰﾄ張式 

（階段式護岸） 

+4.50 18.50 1987.3.31(S62) 

⑪ 門ノ沢物見護岸 352.00 直立型重力式（一

部消波工） 

+5.50 3.00 1971.3.31(S46) 

1980.3.31(S55) 
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表-1.1.2(2) 海岸保全施設の概要（岩館漁港海岸：護岸 2） 

施設名称 
施設延長 

（m） 
構造形式 

天端高 

（D.L. m） 

幅員 

（m） 
竣工年月日 

⑫ 護岸 335.00 直立型重力式（一

部消波工） 

+5.45～+6.45 0.50 1972.3.31(S47) 

1985.3.31(S60) 

⑬ 護岸 328.00 直立型重力式（一

部消波工） 

+5.50 3.00 1973.3.31(S48) 

1980.3.31(S55) 

⑬-1 門ノ沢物見護岸 50.00 傾斜型場所打ｺﾝｸ

ﾘｰﾄ張式 

（階段式護岸） 

+4.50 18.30 1988.3.31(S63) 

⑬-2 門ノ沢物見護岸 50.00 傾斜型場所打ｺﾝｸ

ﾘｰﾄ張式 

（階段式護岸） 

+4.50 18.50 1989.3.31(H1) 

⑬-3 門ノ沢物見護岸 142.58 傾斜型石張式 

自然石積護岸 

（階段式護岸） 

+4.50 9.40 1997.3.31(H9) 

⑭ 護岸 93.60 傾斜型石張式 

自然石積護岸 

+2.00～+4.50 5.00 1986.3.31(S61) 

2014.3.31(H26) 

⑮ 護岸 182.90 傾斜型石張式 

自然石積護岸 

+4.50 5.75 2002.3.31(H14) 

表-1.1.2(3) 海岸保全施設の概要（岩館漁港海岸：突堤） 

施設名称 
施設延長 

（m） 
構造形式 

天端高 

（D.L. m） 

幅員 

（m） 
竣工年月日 

① 突堤 60.00 直立型重力式 +2.00～+3.00 8.00 1985.3.31(S60) 

1986.3.31(S61) 
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表-1.1.2(4) 海岸保全施設の概要（岩館漁港海岸：人工リーフ） 

施設名称 
施設延長 

（m） 
構造形式 

天端高 

（D.L. m） 

幅員 

（m） 
竣工年月日 

⑧ 人工リーフ 103.10 異形ブロック堤 -1.50 33.80 1996.3.31(H8) 

⑨-1 人工リーフ 40.20 異形ブロック堤 -1.50 30.80 1998.3.31(H10) 

⑨-2 人工リーフ 65.10 異形ブロック堤 -1.50 30.80 1999.3.31(H11) 

⑨-3 人工リーフ 17.20 異形ブロック堤 -1.50 30.80 1999.3.31(H11) 

⑨-4 人工リーフ 65.10 異形ブロック堤 -1.50 30.80 1999.3.31(H11) 

⑨-5 人工リーフ 5.80 異形ブロック堤 -1.50 30.80 2000.3.31(H12) 

⑨-6 人工リーフ 21.00 異形ブロック堤 -1.50 30.80 2000.3.31(H12) 

⑨-7 人工リーフ 11.50 異形ブロック堤 -1.50 30.80 2001.3.31(H13) 

⑨-8 人工リーフ 11.50 異形ブロック堤 -1.50 30.80 2001.3.31(H13) 

表-1.1.2(5) 海岸保全施設の概要（岩館漁港海岸：離岸堤 1） 

施設名称 
施設延長 

（m） 
構造形式 

天端高 

（D.L. m） 

幅員 

（m） 
竣工年月日 

①-1 離岸堤 27.00 異形ブロック堤 +3.00 3.98 1987.3.31(S62) 

①-2 離岸堤 23.00 異形ブロック堤 +3.00 3.98 1988.3.31(S63) 

② 離岸堤 38.00 異形ブロック堤 +3.00 3.98 1986.3.31(S61) 

2014.3.31(H26) 

③-1 離岸堤 6.40 異形ブロック堤 +4.00 10.60 1992.3.31(H4) 

③-2 離岸堤 22.40 異形ブロック堤 +4.00 10.60 1993.3.31(H5) 

③-3 離岸堤 41.20 異形ブロック堤 +4.00 10.60 1994.3.31(H6) 

④-1 離岸堤 44.90 直立型重力式 +3.00 6.00～6.20 1981.3.31(S56) 

2014.3.31(H26) 

④-2 離岸堤 35.10 直立型重力式 +3.00 5.80～6.00 1982.3.31(S57) 

④-3 離岸堤 45.00 直立型重力式 +3.50 6.00 1983.3.31(S58) 

④-4 離岸堤 30.00 直立型重力式 +3.00 6.20 1983.3.31(S58) 

④-5 離岸堤 30.00 直立型 

直立消波ﾌﾞﾛｯｸ式 

+3.00 6.00 1984.3.31(S59) 

⑤-1 離岸堤 60.00 異形ブロック堤 +3.50 7.34 1990.3.31(H2) 

⑤-2 離岸堤 20.00 異形ブロック堤 +3.50 7.34 1989.3.31(H1) 
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表-1.1.2(6) 海岸保全施設の概要（岩館漁港海岸：離岸堤 2） 

施設名称 
施設延長 

（m） 
構造形式 

天端高 

（D.L. m） 

幅員 

（m） 
竣工年月日 

⑥-1 離岸堤 57.00 異形ブロック堤 +2.30 10.90 1991.3.31(H3) 

⑥-2 離岸堤 23.00 異形ブロック堤 +2.30 9.97 1992.3.31(H4) 

⑦-1 離岸堤 11.00 異形ブロック堤 +2.30 9.97 1992.3.31(H4) 

⑦-2 離岸堤 31.00 異形ブロック堤 +2.30 9.97 1993.3.31(H5) 

2014.3.31(H26) 

⑦-3 離岸堤 38.00 異形ブロック堤 +2.30 9.97 1994.3.31(H6) 

2014.3.31(H26) 

表-1.1.2(7) 海岸保全施設の概要（岩館漁港海岸：消波堤） 

施設名称 
施設延長 

（m） 
構造形式 

天端高 

（D.L. m） 

幅員 

（m） 
竣工年月日 

② 消波堤 120.00 異形ブロック堤 +3.70 4.30 1979.3.31(S54) 

1980.3.31(S55) 

③-1 消波堤 46.00 異形ブロック堤 +4.10 9.16 1995.3.31(H7) 

③-2 消波堤 23.30 異形ブロック堤 +4.10 9.16 1996.3.31(H8) 

1-12



表-1.1.2(8) 海岸保全施設の概要（岩館漁港海岸：船揚場） 

施設名称 
施設延長 

（m） 
構造形式 

天端高 

（D.L. m） 

幅員 

（m） 
竣工年月日 

① 第 1曳船道 4.00 斜路式 +3.50 19.10 1974.3.31(S49) 

② 第 2曳船道 3.00 斜路式 +3.50 18.55 1974.3.31(S49) 

③ 第 4曳船道 3.00 斜路式 +3.50 21.00 1974.3.31(S49) 

④ 第 3曳船道 5.00 斜路式 +3.50 12.00 1974.3.31(S49) 

1983.3.31(S58) 

⑤ 門ノ沢曳船道 3.00 斜路式 +3.50 20.00 1974.3.31(S49) 

1987.3.31(S62) 

⑥ 門ノ沢曳船道 3.00 斜路式 +3.50 28.20 1974.3.31(S49) 

1987.3.31(S62) 

⑦ 門ノ沢曳船道 3.00 斜路式 +3.50 20.50 1974.3.31(S49) 

⑧ 門ノ沢曳船道 7.60 斜路式 +4.50 8.80 1981.3.31(S56) 

2014.3.31(H26) 

⑨ 門ノ沢曳船道 6.00 斜路式 +4.50 35.25 1986.3.31(S61) 

⑩ 門ノ沢曳船道 3.00 斜路式 +3.50 18.50 1974.3.31(S49) 

1987.3.31(S62) 

⑪ 門ノ沢曳船道 3.00 斜路式 +3.50 18.50 1987.3.31(S62) 

表-1.1.2(9) 海岸保全施設の概要（岩館漁港海岸：門扉） 

施設名称 
施設延長 

（m） 
構造形式 

天端高 

（D.L. m） 

幅員 

（m） 
竣工年月日 

③ 門扉 3.00    1997.3.31(H9) 

④ 門扉 3.00    1997.3.31(H9) 

⑤ 門扉 5.20    1997.3.31(H9) 

⑥ 門扉 2.00    1997.3.31(H9) 

⑦ 門扉 2.00    1997.3.31(H9) 

⑧ 門扉 2.00    1999.3.31(H11) 

⑨ 門扉 3.00    1999.3.31(H11) 

⑩ 門扉 4.00    1999.3.31(H11) 

⑫ 門扉 4.00    2003.3.31(H15) 

⑬ 門扉 2.00    2003.3.31(H15) 

⑭ 門扉 3.00    2016.3.31(H28) 

⑮ 門扉 2.50    2016.3.31(H28) 
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（３）背後地の利用状況、重要性など 

岩館漁港海岸の背後地の土地利用状況を以下に整理し、背後地の重要性を判断した。

また、図-1.1.1に岩館漁港海岸の施設配置図を示す。 

１）①～⑤小入川護岸 

  ・護岸前面には砂浜および岩礁があり、また前面に離岸堤も設置されているため、

過去に高波浪による背後地への越波が激しかった事が伺える。 

  ・護岸背後に居住施設等が存在していることから、背後地としての重要度は高い。 

２）⑥平沢川護岸 

  ・護岸背後に居住施設等が存在していることから、背後地としての重要度は高い。 

３）⑦護岸 

  ・護岸背後に居住施設等が存在していることから、背後地としての重要度は高い。 

４）⑧～⑬門ノ沢物見護岸 

  ・護岸前面は主に岩礁であり前面に消波ブロックが設置されている箇所もあり、過

去に高波浪による背後地への越波が激しかった事が伺える。  

  ・護岸背後に居住施設等が密集していることから、背後地としての重要度は高い。 

５）⑭～⑮護岸 

・護岸背後に岩館海水浴場があり、砂浜を防護している。 

６）①突堤 

・背後に岩館海水浴場があり、岩浜を突堤で区切り砂浜を造成している。 

７）⑧～⑨人工リーフ 

  ・背後地の遊歩道等を波浪より防護している。 

８）①～②離岸堤 

  ・背後地には砂浜が確認されるため、背後地への防護効果が確保できている。 

・③小入川護岸前面に設置され、背後地を波浪より防護している。 

  ・護岸の背後に居住施設等が存在していることから、重要性は高い。 

９）③離岸堤 

・⑦護岸前面に設置され、背後地を波浪より防護している。 

１０）④離岸堤 

  ・背後に岩館海水浴場があり、岩浜を防波堤で区切り砂浜を造成している。 

  ・波浪より防護し、岩館海水浴場の静穏を保つことから重要度は高い。 

１１）⑤～⑦離岸堤 

  ・岩館海水浴場の前面に設置され、背後地を波浪より防護している。 

１２）②～③消波堤 

  ・護岸背後に居住施設等が存在していることから、背後地としての重要度は高い。 
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１３）①～⑪曳船道 

 ・背後地には居住施設等が位置するため、海岸利用に適した配置となり、利便性が

良い。 

１４）③～⑮門扉 

・背後地には居住施設等が位置するため、門扉による防護効果が充分に確保できてい

る。 
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２. 長寿命化計画の概要 

２.１ 計画の目標 

本計画は、岩館漁港海岸において、背後地に住宅地があることや冬季の季節風によ 

る風浪が激しい事等の特徴を踏まえ、護岸の長寿命化を図ることで、高潮、高波によ

る越波・侵食を防止し、地域住民の生命・財産への被害防止を図ることを目標として

いる。

   また、「海岸保全施設維持管理マニュアル」を参考として本計画を策定するものと 

する。 

なお、点検結果や修繕等の実施、海岸の状況の変化等により、必要に応じて本計画

の見直しを行って適切な維持管理を行うこととする。 

２.２ 長寿命化計画の体系

   長寿命化計画の体系を図-2.2.1に示す。

図-2.2.1 長寿命化計画の体系
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２.３ 計画期間の設定

   本地区海岸における長寿命化計画の計画期間は、設計供用期間を参考とし、50 年と 

する。 

 本地区海岸は計画策定年である 2018 年（平成 30 年）を基準として、護岸は概ね整

備後 2年～60年（平成 26年度には災害復旧工事を実施）、突堤は整備後 33年、人工リ

ーフは整備後 18 年～23 年、離岸堤は整備後 25 年～38 年（平成 26 年度には一部、災

害復旧工事を実施）、消波堤は整備後 23年～40 年、船揚場（曳船道）は整備後 32年～

42 年、門扉は整備後 3年～22年経過しているため残存期間は、護岸は 0年～48年、突

堤は 17 年、人工リーフは 27年～32 年、消波堤は 10年～27 年、船揚場（曳船道）は 8

年～18 年、門扉は 28 年～47 年であるため、これを目安として、現在の健全度評価の

結果等を勘案しつつ、当該海岸保全施設の点検に関する計画及び修繕等に関する計画

を策定する。 

 なお、計画期間内であっても必要に応じて本計画の見直しを行うこととし、適切な

時管理を策定する 

２.４ 一定区間の設定

   本海岸について、法線が変わっている箇所、断面が変わっている箇所等を境として、

図-4.2.2に示す一定区間を設定する。 

長寿命化計画においては、点検結果に基づいた健全度評価を一定区間毎に実施し、

その結果を踏まえて点検及び修繕等に関する計画の検討を行う。よって、一定区間と

は検討を行う上での最も基本となる区間である。 

一定区間の設定においては 

    ・護岸法線の変化部、断面構造の変化部を設定された区間 

    ・目安として数百ｍ程度 

   が基本となるが、以下に示す面的防護機能や背後地の安全性も考慮して総合的に判断      

し、一定区間を設定する。 

    ●一定区間の設定において着目した事項 

     ・護岸の計画天端高 

     ・離岸堤や人工リーフの有無 

     ・消波工の有無 

     ・砂浜の有無 

     ・背後地の状況 

     ・越波が想定される区間 
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５.３ 修繕等の対策の優先順位の考え方 

岩館漁港海岸における修繕等の対策の優先順位は、劣化予測の結果や被災履歴、背後地

の状況や施設の利用状況等を勘案し表-5.3.1に示す。 

  また 4.13 に示す修繕等の実施時期及び箇所（一定区間）を設定する。 

表-5.3.1(1) 対策の優先順位：護岸 

施設名称 
一定区

間 

健全度評価 

（平成 30年調査） 

劣化予測

結果等に

よる実施

時期 

優先 

順位 

①小入川護岸 

③小入川護岸 

④小入川護岸 

No.1 

Ｃ（波返工） 

Ｃ（天端被覆工） 2035 年 Ｃ 

②小入川護岸 

⑤小入川護岸 
No.2 Ｃ（波返工） 2035 年 Ｃ 

⑥-１平沢川護岸（左岸） No.3 Ｄ（波返工） - - 

⑥-2 平沢川護岸（右岸） No.4 Ｄ（波返工） - - 

⑦-1 護岸 No.5 Ｄ（波返工） - - 

⑦-2 護岸 No.6 Ｄ（波返工） - - 

⑧小入川護岸 

⑨小入川護岸 

⑩小入川護岸 

⑬小入川護岸 

No.7 

Ａ（防護高さ不足） 

Ｃ（波返工） 2019 年 Ａ 

⑪小入川護岸 
No.8 

Ａ（防護高さ不足） 

Ｃ（波返工） 
2019 年 Ａ 

⑫-1 小入川護岸 No.9 Ｄ（波返工） - - 

⑫-2 小入川護岸 
No.10 

Ａ（防護高さ不足） 

Ｃ（波返工） 
2019 年 Ａ 

⑨-1 門ノ沢物見護岸 

⑨-2 門ノ沢物見護岸 

⑩-1 門ノ沢物見護岸 

⑬-1 門ノ沢物見護岸 

⑬-2 門ノ沢物見護岸 

⑬-3 門ノ沢物見護岸 

⑭護岸 

⑮護岸 

No.11 Ｃ（天端被覆工） 2033 年 Ｃ 

1-18

３.修繕等の対策の優先順位の考え方

表-3(1)
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表-5.3.1(2) 対策の優先順位：突堤 

施設名称 
一定区

間 

健全度評価 

（平成 30年調査） 

劣化予測

結果等に

よる実施

時期 

優先 

順位 

①突堤 No.1 Ｃ（上部工） 2034 年 Ｃ 

表-5.3.1(3) 対策の優先順位：人工リーフ 

施設名称 
一定区

間 

健全度評価 

（平成 30年調査） 

劣化予測

結果等に

よる実施

時期 

優先 

順位 

⑧人工リーフ No.1 Ｃ（消波工） - - 

⑨人工リーフ No.2 Ｃ（消波工） - - 

表-5.3.1(4) 対策の優先順位：離岸堤 

施設名称 
一定区

間 

健全度評価 

（平成 30年調査） 

劣化予測

結果等に

よる実施

時期 

優先 

順位 

①離岸堤 No.1 Ｄ（消波工） 2066 年 Ｄ 

②離岸堤 No.2 Ｃ（消波工） 2034 年 Ｃ 

③離岸堤 No.3 Ｃ（消波工） 2031 年 Ｃ 

④離岸堤 No.4 Ｃ（上部工） 2036 年 Ｃ 

⑤離岸堤 No.5 Ｄ（消波工） 2058 年 Ｄ 

⑥離岸堤 No.6 Ｃ（消波工） 2031 年 Ｃ 

⑦離岸堤 No.7 Ｃ（消波工） 2031 年 Ｃ 

表-5.3.1(5) 対策の優先順位：消波堤 

施設名称 
一定区

間 

健全度評価 

（平成 30年調査） 

劣化予測

結果等に

よる実施

時期 

優先 

順位 

②消波堤 No.1 Ｄ（特になし） 2052 年 Ｄ 

③消波堤 No.2 Ｃ（消波工） 2029 年 Ｃ 
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表-3(2)

表-3(3)

表-3(4)
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表-5.3.1(6) 対策の優先順位：曳船道 

施設名称 
一定区

間 

健全度評価 

（平成 30年調査） 

劣化予測

結果等に

よる実施

時期 

優先 

順位 

①第 1曳船道 

②第２曳船道 

③第４曳船道 

④第３曳船道 

⑤門ノ沢曳船道 

⑥門ノ沢曳船道 

⑦門ノ沢曳船道 

⑧門ノ沢曳船道 

⑨門ノ沢曳船道 

⑩門ノ沢曳船道 

⑪門ノ沢曳船道 

No.1 Ｃ（斜路工） 

今後、集

約化を図

り補修時

期を決定 

- 

表-5.3.1(7) 対策の優先順位：門扉 

施設名称 
一定区

間 

健全度評価 

（平成 30年調査） 

劣化予測

結果等に

よる実施

時期 

優先 

順位 

③門扉 

④門扉 

⑤門扉 

⑥門扉 

⑦門扉 

⑧門扉 

⑨門扉 

⑩門扉 

⑫門扉 

⑬門扉 

⑭門扉 

⑮門扉 

No.1 Ｄ（特になし） -  - 

1-20

表-3(6)

表-3(7)



表-5.3.1(8) 対策の優先順位：砂浜 

施設名称 
一定区

間 

健全度評価 

（平成 30年調査） 

劣化予測

結果等に

よる実施

時期 

優先 

順位 

養浜 No.1 Ｄ（特になし） - - 
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５.修繕等に関する計画 

５.１ 修繕等の方法と概要 

（１）対策工法 

岩館漁港海岸の海岸保全施設について、変状ランクや健全度評価結果に応じた適切な

対策方法を選定する。 

   なお、対策方法の選定にあたっては、表-5.1.1に対策工法（修繕等）を示す。 

表-5.1.1 対策工法（修繕等） 

位置 変状の種類 対策工法 対策上の留意点

破損・沈下

目地ずれ

法線方向のひび割れ

部分的なひび割れ ひび割れ部に樹脂やモルタル注
入を行う。

ひび割れ部の対策後の強度は期待せず、鉄筋や
コンクリートの劣化を抑制、あるいは外観上の修復
を目的とする場合のみ可能である。

広範囲のひび割れ

沈下・陥没

目地ずれ、堤体の移動・
傾斜

目地部や打ち継部の開
き

目地の開きや周辺のひび割れが
軽微であれば、補強、モルタル注
入を行い、変状が顕著であれば張
り換えを行う。

裏法部の沈下・陥没 堤体の沈下や裏法被覆工部から
の堤体土砂吸い出しのおそれがあ
るため、十分に確認のうえ、経度の
場合は張りコンクリートの増厚、吸
出し部はモルタル充てんや堤体土
の補充後、裏法被覆工（コンクリー
ト、アスファルト被覆）の張り換えを
行う。

裏法被覆工変状は、越波や雨水浸透による吸出
しの他、洪水による背後地湛水、あるいは湛水が
なくなった後の堤内残留水位による場合などもあ
る。よって背後地の水を速やかに排水するための
排水工の設置も場合により有効である。ただし排
水工付近が堤体の弱点とならないようにする必要
がある。

消波工
消波工の散乱及び沈下 消波ブロックの追加等を行う。 変状発生区間の波浪条件や被災原因を検討し

て、再度同様の変状の発生がないようにする。

根
固
工

根固捨石の散乱及び沈
下

根固捨石の追加、場合により根固
ブロック（方塊、異形）の設置、ある
いは消波工、離岸堤、突堤等の併
設を行う。

根固捨石の散乱・沈下は波浪洗掘に伴う場合が
多く、このような場合は砂の移動の抑制対策ととも
に、地盤沈下に対する根固工の追随性を考慮し
ておくことが望ましい。

基礎工前面の埋め戻し、根固工の
設置、あるいは消波工、離岸堤、
突堤等の併設を行う。

基礎工の根入れ深さの確保

基礎工の移動 基礎コンクリートの拡幅、基礎矢板
前面新設、堤体部にモルタル注
入、根固工の増設等を行う。

土砂収支の改善 砂浜が減少した箇所のみを考慮した対策では侵
食箇所が別の箇所に移動して別途対策を講じな
ければならなくなることも起こり得るため、漂砂系
全体を考慮した対策を実施することが必要であ
る。

粒径の大きな材料（砂礫、粗粒材）
による養浜を行う。

砂浜が安定するための適切な粒径を選定するた
めには、波浪等の外力による安定性の検討が必
要である。また、海浜勾配も安定性に寄与すること
から、粒径勾配の両面の検討が必要である。

砂
浜

変状が軽微、あるいは堤体土が比
較的健全である場合は、天端被覆
工のオーバーレイや張り換えを行
う。

変状発生に伴い堤体土砂が吸出
され空洞を生じている怖れがある
ため、十分に確認のうえ、空洞部
にモルタル注入、堤体前面に張り
コンクリート、または撤去張り換えを
行う。

コ
ン
ク
リ
ー

ト
部
材

（
波
返
工
・
天
端
被
覆
工
・

表
法
被
覆
工
・
堤
体
工
・
裏
法
被
覆
工

）

基礎工の露出

基
礎
工

侵食による汀線の後退

変状の原因は、荷重、越波、堤体土砂の吸出し等
様々あり、変状の原因を把握した上で、それぞれ
に応じた対策を実施する必要がある。

隣接区間との調和を考え、部分的な変断面区間と
なる場合も、これによる波力集中等の弱点とならな
いようにする。
なお、堤体盛土中に隔壁を設け堤体上吸出し部
が隣接部に拡がらないようにする方法等もある。

　　注） 「土木学会；海岸施設設計便覧、2000年版、p.539」 を参考に作成

堤体基礎部は特に洗掘や吸出し等の変状の発生
が多く、これらに対する基礎工自体への対策や根
固工（根固異形ブロック）設置以外に、離岸堤その
他の併設により、積極的に砂浜を保持するよう配
慮することが望ましい。
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５.４ 将来の防護機能の評価結果を踏まえた修繕等の実施時期及び箇所 

岩館漁港海岸の修繕等の実施時期は、前述の 5.3 を踏まえ、以下の通り設定する。 

ただし、修繕等対策の実施にあたっては、5.5に示す各年の点検・修繕等に要する費用

の平準化を考慮した上で、実施することが望ましい。 

表-5.4.1(1) 修繕等の実施時期：護岸 

施設名称 一定区間 修繕等の実施予定時期 変状ランク 留意事項 

①小入川護岸 

③小入川護岸 

④小入川護岸 

No.1 2035 年 c 

ひび割れ充填 

コンクリート打ち直

し 

②小入川護岸 

⑤小入川護岸 
No.2 2035 年 c 

コンクリート打ち直

し 

⑥-１平沢川護岸（左岸） No.3   d(c)  

⑥-2 平沢川護岸（右岸） No.4   d(c)  

⑦-1 護岸 No.5   d(c)  

⑦-2 護岸 No.6  d(c)  

⑧小入川護岸 

⑨小入川護岸 

⑩小入川護岸 

⑬小入川護岸 

No.7 2019 年 a 

嵩上げ(断面修復工) 

ひび割れ充填 

コンクリート打ち直

し 

⑪小入川護岸 
No.8 2019 年 a,c 

嵩上げ(断面修復工) 

コンクリート打ち直

し 

⑫-1 小入川護岸 No.9   d(c)  

⑫-2 小入川護岸 
No.10 2019 年 a,c 

嵩上げ(断面修復工) 

コンクリート打ち直

し 

⑨-1 門ノ沢物見護岸 

⑨-2 門ノ沢物見護岸 

⑩-1 門ノ沢物見護岸 

⑬-1 門ノ沢物見護岸 

⑬-2 門ノ沢物見護岸 

⑬-3 門ノ沢物見護岸 

⑭護岸 

⑮護岸 

No.11 2033 年 c ひび割れ充填 

※点検結果等を踏まえ、見直しを行う。 

 （ ）内は将来予測される変状ランク   
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表-4-2-1(1)

　ただし、修繕等対策の実施にあたっては、各年の点検・修繕等に要する費用の平準

化を考慮した上で、実施することが望ましい。　　　



表-5.4.1(2) 修繕等の実施時期：突堤 

施設名称 一定区間 修繕等の実施予定時期 変状ランク 留意事項 

①突堤 No.1 2034 年 c 
コンクリート打ち

直し 

※点検結果等を踏まえ、見直しを行う。 

 （ ）内は将来予測される変状ランク  

表-5.4.1(3) 修繕等の実施時期：人工リーフ 

施設名称 一定区間 修繕等の実施予定時期 変状ランク 留意事項 

⑧人工リーフ No.1 - c  

⑨人工リーフ No.2 - c  

※点検結果等を踏まえ、見直しを行う。 

 （ ）内は将来予測される変状ランク  

表-5.4.1(4) 修繕等の実施時期：離岸堤 

施設名称 一定区間 修繕等の実施予定時期 変状ランク 留意事項 

①離岸堤 No.1 2066 年 d 消波工補充 

②離岸堤 No.2 2034 年 c 消波工補充 

③離岸堤 No.3 2031 年 c 消波工補充 

④離岸堤 
No.4 2036 年 b 

ひび割れ充填 

コンクリート打ち

直し 

⑤離岸堤 No.5 2058 年 d(c) 消波工補充 

⑥離岸堤 No.6 2031 年 c 消波工補充 

⑦離岸堤 No.7 2031 年 c 消波工補充 

※点検結果等を踏まえ、見直しを行う。 

 （ ）内は将来予測される変状ランク  

表-5.4.1(5) 修繕等の実施時期：消波堤 

施設名称 一定区間 修繕等の実施予定時期 変状ランク 留意事項 

②消波堤 No.1 2052 年 d 消波工補充 

③消波堤 No.2 2029 年 c 消波工補充 

※点検結果等を踏まえ、見直しを行う。 

 （ ）内は将来予測される変状ランク  
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表-5.4.1(6) 修繕等の実施時期：曳船道 

施設名称 一定区間 修繕等の実施予定時期 変状ランク 留意事項 

①第 1曳船道 

②第２曳船道 

③第４曳船道 

④第３曳船道 

⑤門ノ沢曳船道 

⑥門ノ沢曳船道 

⑦門ノ沢曳船道 

⑧門ノ沢曳船道 

⑨門ノ沢曳船道 

⑩門ノ沢曳船道 

⑪門ノ沢曳船道 

No.1 ― ―  

※点検結果等を踏まえ、見直しを行う。 

 （ ）内は将来予測される変状ランク  

表-5.4.1(7) 修繕等の実施時期：門扉 

施設名称 一定区間 修繕等の実施予定時期 変状ランク 留意事項 

③門扉 

④門扉 

⑤門扉 

⑥門扉 

⑦門扉 

⑧門扉 

⑨門扉 

⑩門扉 

⑫門扉 

⑬門扉 

⑭門扉 

⑮門扉 

No.1 - d  

※点検結果等を踏まえ、見直しを行う。 

 （ ）内は将来予測される変状ランク  
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表-5.4.1(8) 修繕等の実施時期：砂浜 

施設名称 一定区間 修繕等の実施予定時期 変状ランク 留意事項 

養浜 No.1 - d  

※点検結果等を踏まえ、見直しを行う。 

 （ ）内は将来予測される変状ランク  
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５.５ 修繕等対策費用の概算（計画期間内に要する費用の概算） 

（１）岩館漁港海岸全施設の維持管理費 

岩館漁港海岸全施設の点検費・修繕費等に全費用を表-5.5.1に示す。 

表-5.5.1 岩館漁港海岸全施設の維持管理費 

維持管理費 

点検費 修繕費 

50.0 百万円 579.2百万円 

629.2 百万円 

（２）岩館漁港海岸全施設のコスト縮減効果

岩館漁港海岸全施設における維持管理及び設計供用期間毎に更新を行った場合のコ

ストの縮減効果は表-5.5.2 に示すとおりである。 

図-5.5.1 岩館漁港海岸全施設コスト縮減効果 

表-5.5.2 岩館漁港海岸全施設コスト縮減効果 

維持管理費 更新コスト コスト縮減効果 

629.2 百万円 3,622.7 百万円  2,993.5百万円 
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1 o 2.5 5.2 7.4 8.0 8.2 7.6 5.9 6.1 

o 6.1 9.1 10.7 11.1 11.2 10.8 10.4 9.8 
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3 59 26

11 30

0 48 14 34 14 35
1 47 20 39
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３ 修繕等の対策の優先順位の考え方

八森漁港海岸における修繕等の対策の優先順位は、劣化予測の結果や被災履歴、背

後地の状況や施設の利用状況等を勘案し表-3に示す。

表-3(1) 対策の優先順位

護岸名称 一定区間
健全度評価

（平成 29年調査）

劣化予測

結果等に

よる実施

時期

優先

順位

塚の台護岸 No.1 Ｃ（天端被覆工） 2039年 Ｃ

椿護岸

No.1 Ａ（防護高さ不足）

Ｃ（波返工）
2020年 Ａ

No.2 Ａ（防護高さ不足）

Ｃ（波返工・天端被覆工）
2020年 Ａ

中浜護岸

No.1 Ｃ（消波工） 2030年 Ｃ

No.2 Ｃ（消波工） 2030年 Ｃ

No.3 Ｄ（特になし） 2054年 Ｄ

No.4 Ｃ（消波工） 2030年 Ｃ

No.5 Ａ（防護高さ不足） 2020年 Ａ

-1階段式護岸 No.1 Ｄ（特になし） 2054年 Ｄ

-2階段式護岸 No.1 Ｂ（天端被覆工） 2020年 Ｃ

-3階段式護岸 No.1 Ｂ（排水工） 2020年 Ｃ

-4階段式護岸 No.1 Ｂ（表法被覆工） 2020年 Ｃ

中浜護岸 No.1 Ｄ（特になし） 2054年 Ｄ

茂浦護岸
No.1 Ａ（防護高さ不足） 2020年 Ａ

No.2 Ｄ（特になし） 2054年 Ｄ

立石護岸
No.1 Ｃ（消波工） 2047年 Ｃ

No.2 Ｄ（特になし） － －

真瀬川護岸 No.1 Ｃ（天端被覆工） 2046年 Ｃ

横間護岸

No.1 Ｂ（天端被覆工） 2020年 Ｃ

No.2 Ｃ（消波工） 2026年 Ｃ

No.3 Ａ（防護高さ不足） 2020年 Ａ

滝ノ間護岸

No.1 Ａ（防護高さ不足） 2020年 Ａ

No.2 Ｃ（天端被覆工・排水工） 2020年 Ｃ

No.3 Ｂ（天端被覆工） 2020年 Ｃ

No.4 Ｂ（天端被覆工・表法被覆工） 2020年 Ｃ
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表 3(2) 対策の優先順位

表 3(3) 対策の優先順位

護岸名称 一定区間
健全度評価

（平成 29年調査）

劣化予測結

果等による

実施時期

優先

順位

離岸堤 No.1 Ｄ（消波工） 2034年 Ｄ

離岸堤 No.1 Ｂ（消波工） 2020年 Ｂ

離岸堤 No.1 Ｃ（消波工） 2020年 Ｃ

離岸堤 No.1 Ｃ（消波工） 2020年 Ｃ

離岸堤 No.1 Ｃ（消波工） 2020年 Ｃ

離岸堤 No.1 Ｃ（消波工） 2035年 Ｃ

離岸堤 No.1 Ｃ（消波工） 2020年 Ｃ

離岸堤 No.1 Ｃ（消波工） 2020年 Ｃ

離岸堤 No.1 Ｃ（消波工） 2020年 Ｃ

護岸名称 一定区間
健全度評価

（平成 29年調査）

劣化予測結

果等による

実施時期

優先

順位

①消波提 No.1 Ｄ（消波工） － －

②消波提 No.1 Ｃ（消波工） 2035年 Ｃ

③消波提 No.1 Ｃ（消波工） 2031年 Ｃ

④消波提 No.1 Ｄ（消波工） 2057年 Ｄ

⑤消波提 No.1 Ｃ（消波工） 2036年 Ｃ

⑥消波提 No.1 Ｄ（消波工） － －
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表 3(4) 対策の優先順位

表 3(5) 対策の優先順位

護岸名称 一定区間
健全度評価

（平成 29年調査）

劣化予測結

果等による

実施時期

優先

順位

①塚の台第 1曳舟道 No.1 Ａ（表法被覆工） 2020年 Ａ

②塚の台第 1曳舟道 No.2 Ａ（表法被覆工） 2020年 Ａ

③横間第 1曳舟道 No.3 Ｂ（表法被覆工） 2020年 Ｂ

④横間第 2曳舟道 No.4 Ｃ（表法被覆工） 2041年 Ｃ

⑤滝ノ間第 2曳舟道 No.5 Ｃ（表法被覆工） 2047年 Ｃ

⑥滝ノ間第 3曳舟道 No.6 Ｃ（表法被覆工） 2041年 Ｃ

⑦滝ノ間第 4曳舟道 No.7 Ｂ（表法被覆工） 2020年 Ｂ

⑧滝ノ間第 5曳舟道 No.8 Ｃ（表法被覆工） 2038年 Ｃ

⑨滝ノ間第 6曳舟道 No.9 Ｄ（表法被覆工） － －

⑩滝ノ間第 7曳舟道 No.10 Ｃ（表法被覆工） 2020年 Ｃ

⑪滝ノ間第 8曳舟道 No.11 Ｄ（表法被覆工） － －

⑫滝ノ間第 9曳舟道 No.12 Ｃ（表法被覆工） 2037年 Ｃ

⑬滝ノ間曳舟道 No.13 Ｃ（表法被覆工） 2036年 Ｃ

⑭滝ノ間第 1曳舟道 No.14 Ｃ（表法被覆工） 2034年 Ｃ

⑮中浜曳舟道 No.15 Ａ（表法被覆工） 2020年 Ａ

⑯中浜曳舟道 No.16 Ａ（表法被覆工） 2020年 Ａ

⑰茂浦曳舟道 No.17 Ｃ（表法被覆工） 2029年 Ｃ

①第４船揚場 No.18 Ｂ（表法被覆工） 2020年 Ｂ

護岸名称 一定区間
健全度評価

（平成 29年調査）

劣化予測結

果等による

実施時期

優先

順位

①門扉（泊門扉） Ａ（本体工） 2020年 Ａ

②門扉（滝ノ間門扉） Ｃ（本体工） 2033年 Ｃ

③門扉 Ｄ（本体工） 2063年 Ｄ

⑥門扉 Ｄ（本体工） 2063年 Ｄ

⑨門扉 Ｄ（本体工） 2063年 Ｄ
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４．修繕等に関する計画

４.１ 修繕等の方法と概要

（１）対策工法

八森漁港海岸の海岸保全設備について、変状ランクや健全度評価結果に応じた適切

な対策方法を選定する。

なお、対策方法の選定にあたっては、表-4.1.1に対策工法（修繕等）を示す。

表-4.1.1 対策工法（修繕等）

注）「土木学会；海岸施設設計便覧 2000年版，ｐ.539」を参考に作成

位置 変状の種類 対策工法 対策上の留意点

コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
材
（
波
返
工
・
天
端
被
覆
工
・
表
法
被
覆
工
・

堤
体
工
・
裏
法
被
覆
工
）

破損・沈下 変状が軽微、あるいは堤体土が比較的健全である
場合は、天端被覆工のオーバーレイや張り換えを

行う。

変状の原因は、荷重、越波、堤体土砂の吸出し等様々
あり、変状の原因を把握した上で、それぞれに応じ

た対策を実施する必要がある。
目地ずれ

法線方向のひび

割れ

部分的なひび割

れ

ひび割れ部に樹脂やモルタル注入を行う。 ひび割れ部の対策後の強度は期待せず、鉄筋やコン
クリートの劣化を抑制、あるいは外観上の修復を目

的とする場合のみ可能である。

広範囲のひび割

れ

変状発生に伴い堤体土砂が吸出され空洞を生じ

ている怖れがあるため、十分に確認のうえ、空洞
部にモルタル注入、堤体前面に張りコンクリー
ト、コンクリート表面ライニング、または撤去・

張り換えを行う。

隣接区間との調和を考え、部分的な変断面区間とな

る場合も、これによる波力集中等の弱点とならない
ようにする。
なお、堤体盛土中に隔壁を設け堤体上吸出し部が隣

接部に拡がらないようにする方法等もある。

沈下・陥没

目地ずれ，堤体

の移動・傾斜

目地部や打ち継

部の開き

目地の開きや周辺のひび割れが軽微であれば、補
強、モルタル注入を行い、変状が顕著であれば張

り換えを行う。

裏法部の沈下・

陥没

堤体の沈下や裏法被覆工部からの堤体土砂吸い
出しのおそれがあるため、十分に確認のうえ、軽

度の場合は張りコンクリートの増厚、吸出し部は
モルタル充てんや堤体土の補充後、裏法被覆工
（コンクリート、アスファルト被覆）の張り換え

を行う。

裏法被覆工変状は、越波や雨水浸透による吸出しの
他、洪水による背後地湛水、あるいは湛水がなくな

った後の堤内残留水位による場合などもあ
る。よって背後地の水を速やかに排水するための排
水工の設置も場合により有効である。ただし排水工

付近が堤体の弱点とならないようにする必要があ
る。

消
波
工

消波工の散乱及

び沈下

既存消波ブロックの撤去・据付を行う。
新規ブロックの製作・据付を行う。

変状発生区間の波浪条件や被災原因を検討して、再
度同様の変状の発生がないようにする。

根
固
工

根固捨石の散乱

及び沈下

根固捨石の追加、場合により根固ブロック（方魂，

異形）の設置、あるいは消波提、消波工、離岸堤、
突堤、養浜等の併設を行う。

根固捨石の散乱・沈下は波浪洗掘に伴う場合が多く、

このような場合は砂の移動の抑制対策とともに、地
盤沈下に対する根固工の追随性を考慮しておくこと
が望ましい。

基
礎
工

基礎工の露出 基礎工前面の埋め戻し、根固工の設置、あるいは
消波提、消波工、離岸堤、突堤、養浜等の併設を

行う。

堤体基礎部は特に洗掘や吸出し等の変状の発生が多
く、これらに対する基礎工自体への対策や根固工（根

固異形ブロック）設置以外に、離岸堤その他の併設
により、積極的に砂浜を保持するよう配慮すること
が望ましい。

基礎工の根入れ深さの確保

基礎工の移動 基礎コンクリートの拡幅、基礎矢板前面新設、堤
体部にモルタル注入、根固工の増設等を行う。

砂
浜

侵食による汀線

の後退

沿岸漂砂の突堤等による補足
サンドバイパス、サンドバックパス

透水層工法
土砂収支の改善

砂浜が減少した箇所のみを考慮した対策では侵食箇
所が別の箇所に移動して別途対策を講じなければな

らなくなることも起こり得るため、漂砂系全体を考
慮した対策を実施することが必要である。

離岸堤、突堤、人工リーフ、潜堤による波浪低減
粒径の大きな材料（砂礫、粗粒材）による養浜を
行う。

砂浜が安定するための適切な粒径を選定するために
は、波浪等の外力による安定性の検討が必要である。
また、海浜勾配も安定性に寄与すること

から、粒径と勾配の両面の検討が必要である。
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５ 将来の防護機能の評価結果を踏まえた修繕等の実施時期及び箇所

八森漁港海岸の修繕等の実施時期は、以下のとおり設定する。

ただし、修繕等対策の実施にあたっては、各年の点検・修繕等に要する費用の平準化

を考慮した上で、実施することが望ましい。

表 5(1) 修繕等の実施時期

※点検結果等を踏まえ、見直しを行う。 ( )内は将来予想される変状ランク

護岸名称 一定区間 修繕等の実施予定時期 変状ランク 留意事項

塚の台護岸 No.1 2039年 c ひび割れ補修

剥離損傷部補修

椿護岸
No.1 2020年 a,c 天端嵩上げ

剥離損傷部補修

No.2 2020年 a,c 天端嵩上げ

ひび割れ補修

中浜護岸

No.1 2030年 c ひび割れ補修

No.2 2030年 c ひび割れ補修

No.3 2054年 d(c) ひび割れ補修

No.4 2030年 c ひび割れ補修

No.5 2020年 d(c) 天端嵩上げ

ひび割れ補修

-1階段式護岸 No.1 2054年 d(c) 沈下部埋戻し

-2階段式護岸 No.1 2020年 b 沈下部埋戻し

-3階段式護岸 No.1 2020年 b 沈下部埋戻し

排水工補修

-4階段式護岸 No.1 2020年 b 沈下部埋戻し

排水工補修

中浜護岸 No.1 2054年 d(c) ひび割れ補修

茂浦護岸
No.1 2020年 a,d(c) 天端嵩上げ

ひび割れ補修

No.2 2054年 d(c) ひび割れ補修

立石護岸
No.1 2047年 c 断面修復

No.2 － d(c)
真瀬川護岸 No.1 2046年 c 断面修復

横間護岸

No.1 2020年 b 剥離損傷部補修

ひび割れ補修

No.2 2026年 c ひび割れ補修

No.3 2020年 a,d(c) 天端嵩上げ

ひび割れ補修

滝ノ間護岸

No.1 2020年 a,b 天端嵩上げ、ひび割れ補修

目地部開き、剥離損傷部補修

No.2 2020年 b ひび割れ補修

排水工補修

No.3 2020年 b ひび割れ補修

目地部開き

No.4 2020年 b ひび割れ補修

目地部開き
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表 5(2) 修繕等の実施時期

※点検結果等を踏まえ、見直しを行う。

( )内は将来予想される変状ランク

表 5(3) 修繕等の実施時期

※点検結果等を踏まえ、見直しを行う。

護岸名称 一定区間 修繕等の実施予定時期 変状ランク 留意事項

①離岸堤 2034年 d 消波ブロック増積み

②離岸堤 2020年 b 消波ブロック増積み

③離岸堤 2020年 c 消波ブロック増積み

④離岸堤 2020年 c 消波ブロック増積み

⑤離岸堤 2020年 c 消波ブロック増積み

⑥離岸堤 2035年 c 消波ブロック増積み

⑦離岸堤 2020年 c 消波ブロック増積み

⑧離岸堤 2020年 c 消波ブロック増積み

⑨離岸堤 2020年 c 消波ブロック増積み

護岸名称 一定区間 修繕等の実施予定時期 変状ランク 留意事項

①消波提 － d
②消波提 2035年 c 消波ブロック増積み

③消波提 2031年 c 消波ブロック増積み

④消波提 2057年 d 消波ブロック増積み

⑤消波提 2036年 c 消波ブロック増積み

⑥消波提 － d
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表 5(4) 修繕等の実施時期

※点検結果等を踏まえ、見直しを行う。

表 5(5) 修繕等の実施時期

※点検結果等を踏まえ、見直しを行う。

護岸名称 一定区間 修繕等の実施予定時期 変状ランク 留意事項

①塚の台第 1曳舟道 No.1 2020年 a ひび割れ補修

剥離損傷部補修

②塚の台第 1曳舟道 No.2 2020年 a ひび割れ補修

剥離損傷部補修

③横間第 1曳舟道 No.3 2020年 b ひび割れ補修

④横間第 2曳舟道 No.4 2041年 c ひび割れ補修

⑤滝ノ間第 2曳舟道 No.5 2047年 c ひび割れ補修

⑥滝ノ間第 3曳舟道 No.6 2041年 c ひび割れ補修

⑦滝ノ間第 4曳舟道 No.7 2020年 b ひび割れ補修

剥離損傷部補修

⑧滝ノ間第 5曳舟道 No.8 2038年 c ひび割れ補修

⑨滝ノ間第 6曳舟道 No.9 － d
⑩滝ノ間第 7曳舟道 No.10 2020年 c ひび割れ補修

⑪滝ノ間第 8曳舟道 No.11 － d
⑫滝ノ間第 9曳舟道 No.12 2037年 c ひび割れ補修

⑬滝ノ間曳舟道 No.13 2036年 c ひび割れ補修

⑭滝ノ間第 1曳舟道 No.14 2034年 c ひび割れ補修

⑮中浜曳舟道 No.15 2020年 a ひび割れ補修

剥離損傷部補修

⑯中浜曳舟道 No.16 2020年 a ひび割れ補修

⑰茂浦曳舟道 No.17 2029年 c ひび割れ補修

①第 4船揚場 No.18 2020年 b ひび割れ補修

護岸名称 一定区間 修繕等の実施予定時期 変状ランク 留意事項

①門扉 2020年 a 塗装塗替

②門扉 2033年 c 塗装塗替

③門扉 2063年 d 塗装塗替

④門扉 2063年 d 塗装塗替

⑤門扉 2063年 d 塗装塗替
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６ 修繕等対策費用の概算（計画期間内に要する費用の概算）

（１）八森漁港海岸全施設の維持管理費

八森漁港海岸全施設の点検費・修繕費等に要する全費用を表-5.5.1に示す。

表 6(1) 八森漁港海岸全施設の維持管理費

（２）八森漁港海岸全施設のコスト縮減効果

八森漁港海岸全施設における維持管理及び設計供用期間毎に更新を行った場合の

コストの縮減効果は、図 6に示すとおりである。

図 6 八森漁港海岸全施設におけるコスト縮減効果

表 6(2) 八森漁港海岸全施設コスト縮減効果

維持管理費

点検費 修繕費

50.0百万円 899.4百万円

949.4百万円

維持管理費 更新コスト コスト縮減効果

949.4百万円 4,902.6百万円 3,953.2百万円
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北 浦 漁 港 海 岸

長 寿 命 化 計 画



3-2



3-3



3-4



3-5



3-6

2.修繕等に関する計画　　

2.1．修繕等の方法と概要　

2.1に示す。

2.1



3-7

2.2．修繕等の対策の優先順位の考え方　

2.2

2.2

2.3．各種対策工法案における対策費用概算及び対策箇所　　
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2.3



3-9

2.4



3-10



3-11



3-12



3-13



3-14



3-15



3-16



3-17



3-18

2.修繕等に関する計画　　

2.1．修繕等の方法と概要　

2.1に示す。

2.1



3-19

2.2．修繕等の対策の優先順位の考え方　

2.2

2.2

2.3．各種対策工法案における対策費用概算及び対策箇所　　

2.3
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2.6
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2.8
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2.9
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3-29



3-30



3-31



3-32
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2.修繕等に関する計画　　

2.1．修繕等の方法と概要　

2.1に示す。

2.1
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2.2．修繕等の対策の優先順位の考え方　

2.2

2.2

2.3



3-35

2.3．各種対策工法案における対策費用概算及び対策箇所　　
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2.9

2.10



畠 漁 港 海 岸

長 寿 命 化 計 画



1

1.1.

4-2



4-3



4-4



2

2.1.

2.2.

2.3.

4-5



6

6.1.

4-6

３．修繕等に関する計画　　

表3.1.1を参考とする。

３.1．修繕等の方法と概要　　

表　3.1.1　対策工法（修繕等）の例



6.3.

6.4.

4-7

３.２．修繕等の対策の優先順位の考え方

３.３．将来の防護機能の評価結果を踏まえた修繕等の実施時期及び箇所

3.3

3.2

表　3.3.1　修繕等の実施時期

表　3.3.2　予防保全（修繕等）時期



6.5.

4-8

３.４．修繕等対策費用の概算（計画期間内に要する費用の概算）
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表　3.4.1　対策工法の内訳一覧表（④護岸-波返し工）
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表　3.4.2　対策工法の内訳一覧表（④護岸-天端被覆工）
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表　3.4.3　対策工法の内訳一覧表（⑤護岸）
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表　3.4.4　対策工法の内訳一覧表（⑥護岸）



椿（船川港）漁港海岸

長 寿 命 化 計 画



1

1.1.

5-2



5-3



5-4



5-5



2

2.1.

2.2.

2.3.

5-6



5-7



6

6.1.

5-8

３．修繕等に関する計画　　

３.1．修繕等の方法と概要　　

表3.1.1を参考とする。

表　3.1.1　対策工法（修繕等）の例



6.3.

6.4.

5-9

３.２．修繕等の対策の優先順位の考え方

表　3.3.1　修繕等の実施時期

3.3

3.3

３.３．将来の防護機能の評価結果を踏まえた修繕等の実施時期及び箇所
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表　3.3.1　修繕等の実施時期



6.5.
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3.4．修繕等対策費用の概算（計画期間内に要する費用の概算）
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表　3.4.1　対策工法の内訳一覧表（①台島護岸）
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表　3.4.2　対策工法の内訳一覧表（②台島護岸）
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表　3.4.3　対策工法の内訳一覧表（③台島護岸）
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表　3.4.4　対策工法の内訳一覧表（①階段式護岸）
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表　3.4.5　対策工法の内訳一覧表（④台島護岸）
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表　3.4.6　対策工法の内訳一覧表（⑤台島護岸）
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表　3.4.7　対策工法の内訳一覧表（⑥椿護岸）
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表　3.4.8　対策工法の内訳一覧表（⑦椿護岸）
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表　3.4.9　対策工法の内訳一覧表（⑧椿護岸）
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表　3.4.10　対策工法の内訳一覧表（⑨双六護岸）
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表　3.4.11　対策工法の内訳一覧表（⑩双六護岸）
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表　3.4.12　対策工法の内訳一覧表（⑪双六護岸）
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表　3.4.13　対策工法の内訳一覧表（⑫双六護岸）
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表　3.4.14　対策工法の内訳一覧表（⑬護岸）
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表　3.4.15　対策工法の内訳一覧表（②台島曳船道）



平 沢 漁 港 海 岸

長 寿 命 化 計 画
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6-10



6-11



6-12



6-13



6-14



6-15

３.　修繕等に関する計画　

３.１　修繕等の方法と概要　　　

表　3.1.1　対策工法（修繕等）

表3.1.1に対策工法（修繕等）を示す。
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３.２　修繕等の対策の優先順位の考え方　　　　

表3.2.1に示す。

表　3.2.1　対策の優先順位

3.3
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３.３　将来の防護機能の評価結果を踏まえた修繕等の実施時期及び箇所　　　　　　

3.2

3.4

表　3.3.1(1)　修繕等の実施時期　　　
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表　3.3.1(2)　修繕等の実施時期　　　



( )

6-19

３.４　修繕等対策費用の概算（計画期間内に要する費用の概算）　　　　　　

表　3.4.1(1)　平沢漁港海岸全施設の維持管理費

表3.4.1(1)に示す。

図3.4.1(1)に示すとおりである。

図　3.4.1(1)　平沢漁港海岸全施設におけるコスト縮減効果

表　3.4.1(2)　平沢漁港海岸全施設コスト縮減効果



金 浦 漁 港 海 岸

長 寿 命 化 計 画



　7-2　



　7-3　



　7-4　



　7-5　



　7-6　



　7-7　



　7-8　



　7-9　



　7-10　



　7-11　



　7-12　



　7-13　

3.　修繕等に関する計画　

3.1 修繕等の方法と概要

表3.1.1に対策工法（修繕等）を示す。

表　3.1.1　対策工法（修繕等）　
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3.2 修繕等の対策の優先順位の考え方

表3.2.1に示す。

表　3.2.1　対策の優先順位

3.3
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3.3 将来の防護機能の評価結果を踏まえた修繕等の実施時期及び箇所

3.2

ただし、修繕等対策の実施にあたっては、各年の点検･修繕等に要する費用の平準化を考慮

した上で、実施することが望ましい。

表　3.3.1　修繕等の実施時期



　7-16　



　7-17　

３.４　修繕等対策費用の概算（計画期間内に要する費用の概算）　　　　　　

表　3.4.1　金浦漁港海岸全施設の維持管理費

表3.4.1に示す。

表　3.4.2　金浦漁港海岸全施設コスト縮減効果

図3.4.1

図3.4.1　金浦漁港海岸全施設におけるコスト縮減効果



象 潟 漁 港 海 岸

長 寿 命 化 計 画
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３.　修繕等に関する計画　

３.１　土木構造物の修繕等　

表　3.1.1　土木構造物の対策工法（修繕等）　

表3.1.1を参考とする。
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３.２　修繕等の対策の優先順位の考え方　　　　　　　

３．３

３.３　将来の防護機能の評価結果を踏まえた修繕等の実施時期及び箇所　　　　　　

３．２ 表3.3.1のとおり設定する。

ただし、修繕等対策の実施にあたっては、各年の点検･修繕等に要する費用の平準化

表　3.3.1(1)　象潟漁港海岸　修繕等の実施時期

を考慮した上で、実施することが望ましい。
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表　3.3.1(2)　象潟漁港海岸　修繕等の実施時期
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３.４　修繕等対策費用の概算（計画期間内に要する費用の概算）　　　　　　

表3.4.1

表　3.4.1　対策工法（シナリオ）の設定

①ひび割れ補修工法、②断面修復工法および③コンクリート表面ライニング工法の

表　3.4.2　対策工法の耐用年数

耐用年数は表3.4.2のとおりである。
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表3.4.3に示す。

表　3.4.3　象潟漁港海岸のコスト縮減効果


